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本 書 の 特 色本 書 の 特 色 

本 書 の 特 色  

●自治体実務の最前線で紛争対応を経験してきた著者が、実務●自治体実務の最前線で紛争対応を経験してきた著者が、実務

　者の視点から、実際に役立つポイントを解説。　者の視点から、実際に役立つポイントを解説。

●自治体職員が、紛争の解決に当たり、相手方となる住民の権●自治体職員が、紛争の解決に当たり、相手方となる住民の権

　利・利益を十分に理解しながら対応できるようになるための　利・利益を十分に理解しながら対応できるようになるための

　思考力を養う一冊。　思考力を養う一冊。

●行政救済の“実務”にフォーカスし、制度概略・理論を実務に●行政救済の“実務”にフォーカスし、制度概略・理論を実務に

　役立てるための考え方を解説。また、実際の紛争事例に基づ　役立てるための考え方を解説。また、実際の紛争事例に基づ

　き、解決に向けたポイントを提示。　き、解決に向けたポイントを提示。

●自治体実務の最前線で紛争対応を経験してきた著者が、実務

　者の視点から、実際に役立つポイントを解説。

●自治体職員が、紛争の解決に当たり、相手方となる住民の権

　利・利益を十分に理解しながら対応できるようになるための

　思考力を養う一冊。

●行政救済の“実務”にフォーカスし、制度概略・理論を実務に

　役立てるための考え方を解説。また、実際の紛争事例に基づ

　き、解決に向けたポイントを提示。

内 容 見 本内 容 見 本内 容 見 本



申　込 書〈第⼀法規刊〉

書　 名 価格 部数

自治体職員のための⾏政救済実務ハンドブック［第３版］
定価 3,520円

（本体：3,200 円+税10％）
　  部

取 扱 い

　＊代金引換⼿数料について

　 ⼀回あたりのご購入金額

　（商品の税込価格+送料）の合計が

　1万円以下の場合、330円（税込） ＊送料・代引手数料を含む合計金額は、

　商品のお届け時に配送業者に現金でお支払いください。

　その際、クレジットカードはご利⽤いただけません。
　3万円以下の場合、440円（税込）

　10万円以下の場合、660円（税込）

ご住所

〒　     ―

ご機関名 部署名

ﾌﾘｶﾞﾅ
ご氏名

　                  様  

TEL 　      ―        ―

E-mail 　        ＠

検 索

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円(税込)以上のご注文は、国内配送料サービス　
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円(税込)未満のご注文については、国内配送料550円(税込)にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適⽤税率に依ります。

この申込書は、ハガキに貼るか、

このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

■宛先

〒107-8560
東京都港区南青山2-11-17
第一法規株式会社

FAX：0120-302-640

書店印◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に⽰す方法にて支払います。

　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。

　（いずれかを✔で選択ください）□ 代金引換により支払います。 □ 現品到着後請求書により支払います。

年　  ⽉   ⽇

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利⽤させていただきます。また、お客様の個人情報は、弊社

ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利⽤停⽌を希望される場合、その他お問い合わせにつきましては、お

問合せフォーム（https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php）もしくはフリーダイヤルにてご連絡ください。フリーダイヤル■TEL 0120-203-696 ■FAX 0120-202-974  行政救済ハン３ 2026.10 YA

公 用

私 用

□

□

詳細・試し読み・お申し込みはコチラ詳細・試し読み・お申し込みはコチラ
＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ 第一法規　ストア

目次（抄）
第１部　行政法制度概略解説編
　Ｉ　 行政不服審査制度
　II　    住民監査請求
　III 　  行政事件訴訟
　IV　  国家賠償請求
　Ｖ　  住民訴訟
第２部　行政実務基礎構築編
　Ｉ　  法的思考・リーガルマインド
　II　　行政法の基本原理・原則及び基礎知識
　III　   行政紛争と裁判手続
　IV　   行政紛争と立法改正【地方自治法制度の改正経緯】
　Ｖ　  法律の比較
第３部　分野別紛争事例編
　Ｉ　   保育園での骨折事故をめぐる紛争
　II　　随意契約をめぐる紛争
　III　   公園廃止をめぐる紛争
　IV　   補助金支出をめぐる紛争
　Ｖ　   生活保護申請却下・廃止等をめぐる紛争
　VI　   民間指定確認検査機関による建築確認をめぐる紛争
　VII　   民間指定確認検査機関による建築物完成後の紛争
　VIII　 民間施設内での暴行事件をめぐる紛争
　IX　   児童虐待対応としての一時保護処分をめぐる紛争
　　【児童福祉法・民法等による立法（政策法務）的対応経緯】
　Ｘ　  申請拒否等をめぐる四つの紛争事例（福祉・公の施設）
　XI　   個人の幸福追求権をめぐる憲法上の人権に係る紛争
　XII　 ＤⅤ・児童虐待対応のケースワークと個人情報をめぐる紛争
　XIII　 水泳事故をめぐる二つの紛争事例
　XIV　 公園の標識倒壊による人身事故をめぐる紛争
　XV　   政策法務と条例制定をめぐる紛争
　XVI　 保育所等に対する規制権限の不行使をめぐる紛争
　XVII　東日本大震災における学校防災をめぐる紛争
　XVIII　部活顧問による暴行・熱中症死をめぐる遺族による裁判

　参考法令
・行政事件訴訟法
・国家賠償法
・行政機関の保有する情報の公開に関する法律
・個人情報の保護に関する法律
・（廃止前）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
・行政手続法
・行政不服審査法
・地方自治法
・地方公務員法
・児童福祉法
・児童虐待の防止等に関する法律
・学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等
　の防止等のための措置に関する法律
・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
・困難な問題を抱える女性への支援に関する法律
・ストーカー行為等の規制等に関する法律
・高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律
・障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律
・障害者基本法
・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
・部落差別の解消の推進に関する法律
・本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推
　進に関する法律
・性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する法律\
・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
・建築基準法
・都市計画法
　判例索引
　事項索引

［101667］
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